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[bookmark: _Hlk239323003]様式１
Ｎｏ．　　　　
質　疑　書
令和８年　　月　　日
兵庫県公営企業管理者　様

　メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技について、次のとおり質問します。
	商号又は名称


[共同事業体の名称]


代表者名　　　　　　　　　　（押印不要）
住所又は所在地
	担当者の連絡先
　氏名
　
　所属・役職

　電　話

Ｅ－mail

	質問事項（箇条書きで簡潔に記載）

	ページ・項目
	内　　　　容

	
	


※注意
１　令和８年９月29日（火）～令和８年10月６日（火）までに、持参、郵送、E-mailのいずれかの方法
で、兵庫県企業庁企業誘致課まで提出してください。
２　本用紙１枚（Ａ４サイズ）に質疑項目を１件ずつ記入し、右上のＮｏ．に番号を付けてください。
提出先　兵庫県企業庁企業誘致課
〒650-8567  神戸市中央区下山手通５丁目10番１号
（E-mail：kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp）


メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技　三田カルチャータウン地区


[bookmark: _Hlk239323180]様式２
現地説明会申込書
令和８年　　月　　日
兵庫県公営企業管理者　様

　メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技について、現地説明会に参加する意思があるため、本申込書を提出します。

【参加事業者】（共同事業体を組織する場合は、代表企業について記載）
	商号又は名称
（代表企業）
	

	
	[共同事業体の名称]

	（ふりがな）
代表者名
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	住　所
又は
所在地
	

	当日参加する者の
所属・職氏名
	１人目

２人目


【担当者の連絡先】
	氏　　名
	

	所属・役職
	

	電　　話
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ－mail
	


※注意
１　印鑑証明書に登録された印鑑を使用してください。
２　令和８年９月29日（火）～令和８年10月13日（火）までに、持参、郵送、E-mailのいずれかの
方法で、兵庫県企業庁企業誘致課まで提出してください。
提出先　兵庫県企業庁企業誘致課
〒650-8567  神戸市中央区下山手通５丁目10番１号
（E-mail：kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp）


メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技　三田カルチャータウン地区


[bookmark: _Hlk239323301]様式３
応募登録申込書
令和８年　　月　　日　　
兵庫県公営企業管理者　様

　メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技に参加する意思があるため、本申込書を提出します。

【応募事業者】（共同事業体を組織する場合は、代表企業について記載）
	商号又は名称
（代表企業）
	

	
	[共同事業体の名称]

	（ふりがな）
代表者名
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	住　所
又は
所在地
	



【担当者の連絡先】※注意
１　印鑑証明書に登録された印鑑を使用してください。
２　令和８年10月23日（金）～令和８年10月30日（金）までに、持参、郵送、E-mailのいずれかの方法で、兵庫県企業庁企業誘致課まで提出してください。

	氏　　名
	

	所属・役職
	

	電　　話
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ－mail
	



提出先　兵庫県企業庁企業誘致課
〒650-8567  神戸市中央区下山手通５丁目10番１号
（E-mail：kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp）
メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技　三田カルチャータウン地区
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[bookmark: _Hlk239323416]様式３　裏面
[代表企業以外の構成員]　※共同事業体を組織する場合に記載
	１
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割


	２
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail

	
	本事業における役割


	３
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail

	
	本事業における役割


	４
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割


	５
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割



※注意
１　共同取得を希望するすべての構成員について記載してください。
２　印鑑証明書に登録された印鑑を使用してください。
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[bookmark: _Hlk239323453]様式４
提案事業者資格誓約書 兼 確認書
兵庫県公営企業管理者　様
令和　　年　　月　　日

私は、メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技に参加するに際して、「メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技募集要項」（以下「募集要項」という。）を熟読し、下記要件を満たすことを誓約いたします。
なお、応募資格等の確認のため、兵庫県企業庁が兵庫県警察本部に照会することについて承諾します。
また、この誓約が虚偽であったこと、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

１　募集要項に定める提案事業者として必要な応募資格を有しない者及び欠格要件には該当しま
せん。
２　募集要項及び法令上の規制等をすべて承諾の上で参加します。

　　　添付文書
　　　　　　役員一覧表（別紙）


住所又は所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞


※注意
１　使用する印鑑は、印鑑証明書に登録された印鑑とすること。
２　共同事業体による提案の場合は、構成員全員について本様式及び役員一覧表（別紙）を提出すること。


[bookmark: _Hlk239323581][bookmark: _Hlk239323570]
【参考】暴力団排除条例（平成22年10月７日兵庫県条例第35号）　抜粋

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下
「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
(２)　指定暴力団　法第２条第３号に規定する指定暴力団をいう。
(３)　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
(４)　暴力団事務所　法第15条第１項に規定する事務所をいう。
(５)　準暴力団事務所　暴力団の幹部（法第３条第２号に規定する幹部をいう。）が当該暴力団の活
動のために行う連絡又は待機の用に供されている施設又は施設の区画された部分その他の暴力団
事務所に準ずるものをいう。
(６)　暴力団事務所等　暴力団事務所及び準暴力団事務所をいう。

[bookmark: _Hlk239323885]（県の事務又は事業における措置）
第７条　県は、すべての県の事務又は事業において、暴力団を利することとならないよう、暴力団及
び暴力団員並びに公安委員会規則で定めるこれらと密接な関係を有する者を公共工事に関する
契約の相手方としない等の必要な措置を講ずるものとする。

暴力団排除条例施行規則（平成23年３月８日兵庫県公安委員会規則第２号）　抜粋
（暴力団等と密接な関係を有する者）
[bookmark: _Hlk239323992]第２条　条例第７条に規定する公安委員会規則で定める暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者
は、次に掲げるいずれかに該当するものをいう。
(１)　暴力団員（条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が役員（暴力団員による
不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第９条第21号ロに規定する役員をい
う。以下同じ。）として、又は実質的に経営に関与している事業者
(２)　暴力団員を業務に関し監督する責任を有する者（役員を除く。以下「監督責任者」という。）と
して使用し、又は代理人として選任している事業者
(３)　次に掲げる行為をした事業者。ただし、事業者が法人である場合にあっては、役員又は監督責任
者が当該行為をした事業者に限る。
ア　自己若しくは自己の関係者の利益を図り、又は特定の者に損害を与える目的を持って、暴力団（条
例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）の威力を利用する行為
イ　暴力団又は暴力団員に対して、金品その他の財産上の利益の供与をする行為
ウ　ア又はイに掲げるもののほか、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有していると認
められる行為
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[bookmark: _Hlk239324106]様式４（別紙）
役 員 一 覧 表
	商号又は名称
	


	
	ふりがな

	代　　表　　者
	

	住所又は所在地
	


	役　職　名
	氏　　名
	性別
	生年月日
	住　　所

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	ふりがな
	
	
	

	
	
	
	
	

	備　　考
	


※　欄が足りない場合等はこの用紙を複写して使用すること。
※　この一覧表には、法人登記簿謄本の｢役員に関する事項｣に記載されている役員（事業協同組合の
場合は理事）及び執行役員の全員を記入してください。

メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技　三田カルチャータウン地区


[bookmark: _Hlk239324159]様式５
提案競技申込書
令和８年　　月　　日　　
兵庫県公営企業管理者　様

　メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技募集要項に記載の内容を承諾の上、提案書類等を提出します。

【提案事業者】（共同事業体を組織する場合は、代表企業について記載）
	商号又は名称
（代表企業）
	

	
	[共同事業体の名称]

	（ふりがな）
代表者名
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	住　所
又は
所在地
	



【担当者の連絡先】
	氏　　名
	

	所属・役職
	

	電　　話
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ－mail※注意
１　印鑑証明書に登録された印鑑を使用してください。
２　令和８年11月16日（月）～令和８年11月30日（月）までに、持参、郵送、E-mailのいずれかの方法
で、兵庫県企業庁企業誘致課まで提出してください。

	


提出先　兵庫県企業庁企業誘致課
〒650-8567  神戸市中央区下山手通５丁目10番１号
（E-mail：kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp）


メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技　三田カルチャータウン地区


[bookmark: _Hlk239324201]様式５　裏面
[代表企業以外の構成員]　※共同事業体を組織する場合に記載
	１
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割


	２
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail

	
	本事業における役割


	３
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail

	
	本事業における役割


	４
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割


	５
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割



※注意
１　共同取得を希望するすべての構成員について記載してください。
２　印鑑証明書に登録された印鑑を使用してください。


メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技　三田カルチャータウン地区


[bookmark: _Hlk239324226]様式６
譲受申出価格調書
令和８年　　月　　日　　
兵庫県公営企業管理者　様

　メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技募集要項に記載の内容を承諾の上、下記のとおり譲受価格を申し出ます。

【提案事業者】（共同事業体を組織する場合は、代表企業について記載）
	商号又は名称
（代表企業）
	

	
	[共同事業体の名称]

	（ふりがな）
代表者名
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　㊞

	住　所
又は
所在地
	



【譲受申出価格】（１）、（２）それぞれ記載
　（１）土地等　※最低譲渡価格　金1,710,000,000円（非課税）
	
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	価　　格
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）設備等　※最低譲渡価格　金1,262,165,300円（税込）
	
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	価　　格
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　※注意
１　事業予定者となった場合、上記金額で兵庫県企業庁と土地等譲渡契約を締結すること。
２　最低譲渡価格に達していない場合は失格とする。
　３　数字は算用数字を用いること。また、金額の訂正は無効とする。
４　鉛筆、シャープペンシルその他訂正可能な筆記用具は使用しないこと。





※共同取得を希望する場合、必ず提出すること（必要に応じて内容アレンジ可）。
メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技　三田カルチャータウン地区


様式７
共同事業体協定書
○○株式会社（以下、「甲」という。）、○○株式会社（以下、「乙」という。）及び○○株式会社（以下、「丙」という。）（以下、総称として「構成員」といい、個々の構成員を「各構成員」という。）は、共同事業体を結成し、別表１の物件目録に掲げる土地等及び設備等（ 以下「本物件」という。）を共同して兵庫県から取得し、県に提出したメガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案に係る事業実施計画書（以下「事業実施計画書」という。）の内容に基づき、○○○を行う事業（以下、「本事業」という。）を実施し、その円滑な遂行を図るため、この協定を締結する。
（目的）
第１条　構成員は、共同事業体を結成し、兵庫県に提出した事業実施計画書の内容に基づいて実施する事業（以下、「本事業」という。）を共同連帯して遂行する。
（名称）
第２条　この共同事業体は、〇〇共同事業体（以下「当事業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当事業体の事務所は○○○に置く。　※事務所は代表企業に置いてください。
（土地の取得）
第４条　本事業の土地は○（例：甲）が別表第２のとおり取得する。
（存続期間）
第５条　当事業体の存続期間は、この協定を締結した日から令和〇年〇月〇日までとする。
２　本件事業提案競技により、当事業体が事業予定者とならなかったときは、前項の規定にかかわら
ず令和〇年〇月〇日をもって存続期間の終期とする。
（構成員の分担）
第６条　本事業における各構成員の分担は、別表３のとおりとする。
（運営委員会）
第７条　この協定の目的を達成するため、各構成員の代表者からなる意思決定機関として、運営委員
会を設ける。
２　運営委員会は、別に定める運営委員会規約によって運営されるものとする。
（代表企業）
第８条　当事業体の代表企業は甲とする。
（代表企業への委任）
第９条　甲は、運営委員会の指示により、次に掲げる各号の事務を行い、その結果を各構成員に対
し、定期的に報告するものとする。
　ア　事業提案競技、本物件の取得及び本事業にかかる県及び関係監督官庁等との折衝
　イ　事業提案競技に参加するために必要な書類のとりまとめと県への提出
　ウ　県からの通知を各構成員への伝達及び県からの照会に対する回答のとりまとめと県への回答


（構成員の責任）
第10条　 各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担事業の進捗を図り、他の
構成員に係る土地譲渡契約及び本事業の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第11条   各構成員は、この協定書に基づく権利義務を譲渡することはできない。
（共通費用の分担）
第12条   本件事業提案競技及び本事業施工中に発生した共通の経費等については、必要の都度、運営委員会において各構成員の分担額を決定するものとする。
（構成員相互間の責任の分担）
第13条   各構成員がその分担事業に関し、県及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。
２   各構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するも
のとする。
３　 前項に規定する責任について協議が調わないときは、運営委員会の決定によるものとする。
４　 前３項の規定は、第10条に規定する他の構成員に係る土地譲渡契約及び本事業の履行に関する連帯責任を免除するものと解されてはならない。
（構成員の脱退に関する情報）
第14条　 各構成員は、本事業が完了する日までは脱退できない。ただし、各構成員が他の構成員全員の承諾を受けた場合は、この限りでない。
２　構成員のうち本事業の途中において、前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して本事業を完了する。
３　前項の場合においては、前条第２項及び第３項の規定を準用する。
（構成員の破産又は解散に対する措置）
第15条   構成員のうちいずれかが本事業の途中において、破産又は解散した場合においては、前条第２項及び第３項の規定を準用する。
（解散後の瑕疵担保責任）
第16条   当事業体が解散した後においても、本事業につき瑕疵があった場合は、各構成員は連帯してその責めに任ずるものとする。
（補則）
第17条   この協定書に定めのない事項及びこの協定書に関する疑義については、運営委員会におい
て定めるものとする。

　この協定の締結を証するために、本書〇通を作成し、甲乙丙記名の上、各自１通を保有するとともに、県へ１通提出する。







[bookmark: _Hlk239324757]　　令和８年　　月　　日
甲　（住所）
　　（名称）
　　（代表者職・氏名）　　　　　　　　　　印
乙　（住所）
　　（名称）
　　（代表者職・氏名）　　　　　　　　　　印
丙　（住所）
　　（名称）
　　（代表者職・氏名）　　　　　　　　　　印
別表１　物件目録
【土地等】
	区分
	所在地
	面積
	備考

	土地
	三田市学園１丁目２番１
	91,243.39㎡
	

	
	三田市学園２丁目１番５
	213.43㎡
	

	その他
	雨水貯留浸透施設等工作物一式
	


【設備等】
	区分
	内容
	数量
	備考

	設備
	太陽光パネル（発電出力6,530ｋＷ）
	26,124枚
	

	
	接続箱、集電箱
	一式
	

	
	パワーコンディショナー
	12台
	

	
	パワーコンディショナーハウス
	５基
	

	
	監視カメラ
	６台
	

	
	変圧器
	18台
	

	
	特別高圧受変電設備（C-GIS）
	一式
	

	
	昇圧キュービクル
	４か所
	

	その他
	遠隔監視システム
	一式
	

	
	敷地フェンス、パネル架台
	一式
	


[bookmark: _Hlk239324899]別表２　本物件の取得
	取得者
	所在地
	面積又は割合
	備考

	
	
	
	


別表３　共同事業体の事業分担内容
	企業名等
	事業分担内容

	代表企業
	（企業名）
	

	構成員
	（企業名）
	

	
	（企業名）
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[bookmark: _Hlk239325004]様式８
事業実施計画書
令和８年　　月　　日　


	提案事業者名
	

	所在地
	

	提案事業内容
	



会社概要
	事業の種類
	

	事業所数
	
	従業員数
	人

	資本金
	千円
	主要生産品目、サービス
	

	設立年月日
	年　月　日
	
	



１　全体計画
（１）事業スキーム
	



（２）事業コンセプト
	


[bookmark: _Hlk239080789]（３）地域貢献
	（地域資源の活用、交流促進）
※　地域資源の活用、地域住民等との交流機会の創出に関する取組内容、実施方法及び
期待される効果等




（３）地域貢献
	（地域との協働、コミュニケーション）
※　地域団体、地域住民等との協働・連携の方法、地域との継続的なコミュニケーショ
ンの方法、実施体制及び期待される効果等



（３）地域貢献
	（環境・防災に配慮した安全安心な暮らしづくり）
※　気候変動対策や脱炭素の推進、災害・事故・雨水貯留浸透施設への対応など、地域
の安全安心な暮らしの確保に向けた考え方及び取組内容、実施方法、実施体制、期待
される効果等



２　施設整備計画
（１）全体整備計画建物を建築する場合

　　①土地利用計画
	太陽光パネル
設置面積
	建物面積
	建ぺい率
	容積率
	緑化率

	㎡
	㎡
	％
	％
	％



　


②全体整備の考え方
	


③施設配置計画（建物、設備、出入口、駐車場等）※別途図面添付すること。
	


（２）建物建築計画　※別途図面を添付すること
　　①構造等
	構造
	

	規模
	

	外壁
	

	屋根の形状
	

	色彩
	



②建物の機能性
	















（３）環境への配慮
	※　周辺環境（景観含む）への影響の抑制、環境負荷の低減及び自然環境保全等の取組
内容、整備方法、期待される効果等
















３　施設運営計画
（１）事業内容
	事業メニュー
	（太陽光発電事業の承継、その他事業）



	内容
	

	同種又は類似の事業実績
	※別途、参考資料（パンフレット等）添付すること

	電力会社系統の接続に関する検討状況
	（太陽光発電事業所の承継以外に、電力を活用した事業を提案する場合）※別途、参考資料添付可


[bookmark: _Hlk239080936]（２）運営実施計画、実施体制
	※　太陽光発電施設等の施設運営の考え方、役割、責任者、維持管理、故障・緊急時の　
　体制等









（３）安全対策・周辺対策
	※　防災、第三者の損害防止、夜間管理、その他リスク・苦情対応等












４　資金計画　※必要に応じ適宜項目を追加すること
（１）事業投資計画
	投資額
	資金調達方法

	土地取得費
	
	内部留保
	

	設備取得費
	
	増資
	

	建物費
	
	銀行借入
	

	機械装置費
	
	
	

	
	
	
	

	その他
	
	その他
	

	合計
	円
	合計
	円


※融資又は投資を受ける場合
	金融機関・支店名/投資元名
	金額
	返済期間

	
	
	

	
	
	

	合計
	円
	－


（２）工事費概算表
	項目
	金額
	備考

	調査設計費
	
	

	敷地整備費
	
	

	建築工事費
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	円
	


（３）収支計画（単年）
	収入
	支出

	売電収入
	
	人件費
	

	〇〇収入
	
	減価償却費
	

	余剰金運用収入
	
	保険料
	

	受取利息
	
	支払利息
	

	
	
	維持管理費
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	その他
	
	その他
	

	合計
	円
	合計
	円






（４）年度収支計画
	収入
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	６年目
	７年目
	８年目
	９年目
	１０年目

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	支出
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	収支小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　



	　
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	６年目
	７年目
	８年目
	９年目
	１０年目

	収支小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	減価償却費
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	借入金返済額
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	ＣＦ小計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※11年目以降について記載する場合は適宜枠を追加し記入すること
　　　　21

５　全体スケジュール
（１）事業開始までのスケジュール
	内容
	時期
	備考

	土地等・設備等譲渡契約
	
	

	関係法令協議
	
	

	地元説明
	
	

	設備等に係る変更認定申請
	
	

	変更認定通知の受理
	
	

	土地等・設備等引渡
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	事業開始
	
	


※　提案内容に沿って、適宜行追加又は削除を行うこと
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様式９
辞　退　届
令和８年　　月　　日　　
兵庫県公営企業管理者　様

メガソーラープロジェクト対象事業地区用地事業提案競技への参加を辞退します。

【提案事業者】（共同事業体を組織する場合は、代表企業について記載）
	商号又は名称
（代表企業）
	

	
	[共同事業体の名称]

	（ふりがな）
代表者名
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	住　所
又は
所在地
	



【担当者の連絡先】
	氏　　名
	

	所属・役職
	

	電　　話
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅ－mail
	※注意
１　印鑑証明書に登録された印鑑を使用してください。
２　提案書類等の受付最終日までに、持参、郵送、E-mailのいずれかの方法で、兵庫県企業庁企業誘致課
まで届け出てください。



提出先　兵庫県企業庁企業誘致課
〒650-8567  神戸市中央区下山手通５丁目10番１号
（E-mail：kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp）
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様式９　裏面
[代表企業以外の構成員]　※共同事業体を組織する場合に記載
	１
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割


	２
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail

	
	本事業における役割


	３
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail

	
	本事業における役割


	４
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割


	５
	商号又は名称
住所又は所在地

	
	職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
Ｅ－mail 

	
	本事業における役割



※注意
１　共同取得を希望するすべての構成員について記載してください。
２　印鑑証明書に登録された印鑑を使用してください。
24
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